
国債市場特別参加者会合（第71回）

理財局説明資料



１．平成29年7-9月期における物価連動債の発行額等について
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出所：日経QUICK及びBloomberg提供の情報を基に財務省が試算

ブレーク・イーブン・インフレ率（ＢＥＩ）の推移
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２．平成29年7-9月期における流動性供給入札について
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流動性供給入札における対象銘柄選定ルールの見直しについて

○ 従来、流動性供給入札における入札対象の銘柄を選定する際は、「入

札月の初日時点におけるカレント銘柄を入札対象から除外する」 という

ルールに基づいていた。

○ 平成29年7月の入札からは、「入札月の初日時点において、新発債として

の発行（リオープンを含む。新型窓口販売を除く。）が終了しており、流動性

供給入札以外の入札では発行される可能性がない銘柄」については、カレ

ント銘柄であっても流動性供給入札の対象に含めることとする。

具体的には、次ページ【見直し後の対象銘柄】のとおり（赤字部分が選定

ルール見直しに伴い変更となる箇所）。
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３．大量償還月における利付債等の発行に係る
決済期間短縮化について
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大量償還月の利付債（５～30年債）及び毎月の２年債の発行に係る
決済期間短縮化について（実施案）

１．大量償還月の利付債（５～30年債）

○ 大量償還月（３・６・９・12月）の利付債（５～30年債）及び毎月の２年債の発行については、

平成30年５月１日に予定している国債発行の原則Ｔ＋１化（昨年３月会合でアナウンス済み）に

合わせて、以下のとおり決済期間の短縮化を行う。

・現状、入札日にかかわらず20日発行（休日の場合は翌営業日）となっている大量償還月（３・

６・９・12月）発行分についても、Ｔ＋１化を行う。

・それに伴い、大量償還月発行分は前々月債・前月債と同月償還とし、その翌月（４・７・10・

１月）発行分から償還日を３ヶ月延ばして新発債を発行する（注）。なお、利払日及び償還日

については変更しない（３・６・９・12月の20日とする）。

２．毎月の２年債

・現状、入札日にかかわらず翌月15日発行（休日の場合は翌営業日）となっている２年債につい

て、入札翌月の１日（休日の場合は翌営業日）発行とする（注）。

・利払日及び償還日についても、１日に変更する。

（注）例えば、６月発行分は４月債・５月債と同じ３月償還となり、７・８・９月発行分が６月償還となる。

（注）平成30年４月入札分までは、今までどおり翌月15日発行。平成30年５月入札分から、翌月１日発行となる。
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〈参考〉国債の決済期間短縮化の全体像（今回の見直し対象は太枠内）

決済（国債受渡・代金入金）の日

現状 平成30年５月～（予定）

流通市場
Ｔ＋２

（取引の２営業日後）

Ｔ＋１

（取引の翌営業日）

発行市場

原則
Ｔ＋２

（入札の２営業日後）

Ｔ＋１

（入札の翌営業日）

大量償還月の

利付債（５～30年債）

（３・６・９・12月）

（入札日にかかわらず）20日

（休日の場合は翌営業日）

Ｔ＋１

（入札の翌営業日）

毎月の２年債

（入札日にかかわらず）

入札翌月15日

（休日の場合は翌営業日）

（入札日にかかわらず）

入札翌月１日

（休日の場合は翌営業日）
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（議題2.関連）



流動性供給入札について
○ 過去に発行した国債の中には、発行額のかなりの部分が満期保有目的の投資家に買われてしまった
等の理由により、市場における需給が極めてタイトになっている銘柄もある。

○ 流動性供給入札は、そうした銘柄を追加発行することにより、需給の不均衡を解消し、市場機能を向上
させることを目的とする仕組み（市場環境の変化に応じ、ゾーン毎の発行額を四半期毎に機動的に調整）。

○ 具体的には、国債市場特別参加者（21社）に対して、各対象ゾーン（残存１～５年、残存５～15.5年、残存
15.5～39年）毎に、ゾーン内の全銘柄を追加発行の対象として入札を実施。入札における各応募のうち、
市場価格との差が大きいもの（価格の高いもの）から順次、発行予定額に達するまでの額を発行。

（注）流動性供給入札は、平成18年４月に導入。平成28年４月より、従前の残存５～15.5年ゾーン及び15.5～39年ゾーンに加えて、
残存１～５年ゾーンを追加。

投

資

家

・
・
・
・

残存10年

残存9年
(１年前に発行
した10年債)

残存7年
(３年前に発行
した10年債)

残存8年
(２年前に発行
した10年債)

通常の入札
【平成29年度：毎月2.3兆円供給】

ニーズに応じて発行

【通常の入札と流動性供給入札の違い】＜流動性供給入札のイメージ＞

通常の入札 流動性供給入札

入札参加者
金融機関等

244社

国債市場
特別参加者

21社

発行銘柄 1銘柄
対象ゾーン内の

全銘柄

入札方法
価格の高いもの
から落札

市場価格との差が
大きいもの（価格の
高いもの）から落札

流動性供給入札
（残存５～15.5年ゾーン）

【平成29年4～6月期：毎月0.55兆円供給】
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（議題3.関連）
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